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変更申請・変更届区分について（１）

１.変更申請と変更届出の区分について
認定済みの建設特定技能受入計画を変更するとき、「変更申請」「変更届出」のどちらを行う必要があるのかは以下のとおりです。

○変更申請が必要なケース
※認定証に記載されている事項は原則として
変更申請が必要です
１．雇用の根幹に関わる事項の変更
・基本賃金の総額が減少する場合
・所定労働時間が増加する場合
・昇給に関する変更のうち、不利益変更になるもの
・従事すべき業務の内容のうち、業務区分の変更
２．受入の根幹に関わる事項の変更
・受入人数（受入人数のみの変更申請は不要です。必ず外国人の追加とセットで申請してください）
・受入期間
・受入れる外国人に関する事項
・常勤職員数
３．その他の重要事項の変更
・所属団体の変更
・申請者の商号または名称・本店所在地
・建設業の許可番号、許可期間
・建設キャリアアップシステムの事業者ID

○変更届出が必要なケース ： 上記記載事項以外の変更
次ページの一覧表をご確認下さい。

●変更届出は送信と同時に受理となります。受理後、国土交通省において届出内容から認定基準等を満たしていない
（不利益変更・日本人と不平等になる変更を含む）ことが確認された場合には、是正のうえ変更前の（認定を受けた）
ものに戻すよう、指導等を行う場合があります。届出に当たっては変更後の内容が不利益変更に当たらないことと、
当省の認定基準を満たしていることを十分に確認してください。 1

原則として、不利益変更になるものは認定できません。
また、変更申請は事前申請ですので、計画の変更が認定されるまでは、
認定済の計画どおりに実施する必要があることにご注意ください。
外国人個人についての雇用条件に関する不利益変更については、新
たな外国人の追加として申請してください。既存の計画の外国人リスト
からの変更申請はできません。



変更申請・変更届区分について（２）
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番号に緑色の付いている事項は、昇給等の不利益変更に当たらない変更に限ります。
番号に黄色の付いている事項は、日本人も同様に下がる場合に限ります。

変更届出事項一覧
項目番号項目番号

１号特定技能外国人リスト6特定技能所属機関（受入企業）に関する事項1
特定技能外国人に関する事項1代表者又は個人の氏名③

基本賃金（月額）㉔電話番号⑦
賞与の有無㉕FAX番号⑧
賞与の金額又は支給月数㉖メールアドレス⑨
賞与の支給回数㉗建設特定技能に関する責任者役職⑩
諸手当の有無㉘建設特定技能に関する責任者氏名⑪
手当名㉙国内人材の確保の取組に関する事項3
手当の支給額㉙国内人材確保の取組①
手当の支給条件㉛適正な就労環境の確保に関する事項4
退職金の有無㉜就業規則および賃金規程⑲
退職金の支給額㉝時間外労働・休日労働に関する協定届 （３６協定）⑳
退職金の種類㉞変形労働時間に係る協定書、協定届、年間カレンダー㉑
退職金の支給条件㉟建設特定技能に係る安全衛生教育及び技能の習得に関する事項5
同等の技能を有する日本人と同等額以上の報酬であることの説明書㊱安全衛生教育について①
同等の技能を有する日本人の賃金台帳㊲技能の向上を図るための方策②
同等の技能を有する日本人の実務経験年数を証明する書類㊳備考２④
特定技能雇用契約書および雇用条件書㊴１号特定技能外国人リスト6
雇用契約に係る重要事項事前説明書の写し㊵特定技能外国人に関する事項1
備考２㊷在留カード番号①

建設キャリアアップシステム技能者ＩＤ②

建設キャリアアップシステムカードの写し③



建設特定技能受入計画の変更申請・届出について

２.準備（主な必要書類）
外国人の受入人数を増加する場合、外国人ごとに下記の資料が必要になりますので、申請の前に、必要な書類をスキャンして PDF化するか、写真に

撮ってJPEG 化して用意しておきましょう。
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※ここをチェック！！
●必要書類については、「新規申請の手引き」で各書類
ごとの注意事項、また入力事項を必ず確認してく
ださい。

●常勤職員数を明らかにする文書（標準報酬決定通知
書）は、「新規申請の手引き」に記載されている「実」「技」
などの記載を必ず行ってください。

●所属団体の変更は、新しい団体の会員証明書を必ず
添付してください。また、国土交通省の認定の後に前の
団体からの退会を行ってください。（申請前に退会しない
でください）

●㊱～㊵は変更申請を行う時点の
書類を添付してください。前回申請時の書類ではNG
です。

（２）建設業許可が更新されている場合の必要書類

（１）外国人の追加の必要書類

（３）常勤職員数を変更する場合の必要書類

（４）所属団体を変更する場合の必要書類

（５）申請者の商号または名称・本店所在地を変更する場合の必要書類

書類名システム
項目

1.特定技能外国人に関する事項

建設キャリアアップシステムの技能者ID を確認する書類（カードの写し）③
同等の技能を有する日本人と同等額以上の報酬であることの説明書
（国土交通省ホームページからダウンロード）㊱

同等の技能を有する日本人の賃金台帳（直近1 年分。賞与を含む）㊲
同等の技能を有する日本人の実務経験年数を証明する書類（経歴書等。様式任意）㊳
特定技能雇用契約書及び雇用条件書の写し（全員分）㊴
雇用契約に係る重要事項事前説明書（告示様式第２）（全員分）㊵

書類名システム
項目

１．特定技能受入期間になろうとする者に関する事項
建設業許可証（有効期限内のもの）⑫

書類名システム
項目

１．特定技能受入期間になろうとする者に関する事項
常勤職員数を明らかにする文書（社会保険加入の確認書類）⑯

書類名システム
項目

１．特定技能受入期間になろうとする者に関する事項
特定技能外国人受入事業実施法人に加入していることを
証する書類（会員証明書）⑳

書類名システム
項目

１．特定技能受入期間になろうとする者に関する事項
法人：登記事項証明書 （履歴事項全部証明書）（申請日より３か月以内発行のもの）

個人事業主：代表者の住民票（申請日より３か月以内発行のもの）⑥



建設特定技能受入計画の変更申請・届出について

３.システムにログイン
https://gaikokujin-shuro.keg.jp/gjsk_1.0.0/portal右記のアドレスから「外国人就労管理システム」にアクセスします。

※ブラウザにより、ポップアップの許可の設定が必要となることがあります。
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ご自身で登録したID・パスワードにより「登録済みの方」からログインします。
ID・パスワードを忘れた場合には、 「ログイン画面へ」→「ＩＤ／パスワードを忘れた方はこちら」をクリックし再設定してください。



変更申請と変更届出について（２）
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変更申請・変更届出 よくある補正事項・質問事項について
●新たな１号特定技能外国人を追加する場合

（１） 前回申請時から変更があった場合や有効期間が過ぎた場合は、先に変更届出で ４．適正な就労環境の確保に関する事項⑲（就業規則
および賃金規程）、⑳（36協定）㉑（変形労働時間に係る協定書及び年間カレンダー（有効期限内のもの）を変更してください。

（２） ４．適正な就労環境の確保に関する事項①～③を変更する←②の受入予定人数は認定済み人数＋今回の追加人数になっていますか？
（３） ６．１号特定技能外国人リストの「追加」を押下して、追加する外国人の情報を入力する
（４） ６．の１．特定技能外国人に関する事項㊱、㊲、㊳、㊴、㊵を添付する

＊ここをチェック！！
○４－① 計画期間の終期は、今回申請した外国人の終期と同一又はそれよりも後になっていますか？
○４－② 受入予定人数を変更しましたか？また、４－②＋４－③は１－⑯の常勤職員数以下になっていますか？
○４－⑱ ハローワークで求人した際の求人票は、追加の場合は添付不要です。（巡回指導の際に確認しますので、申請時の添付は不要です。

許可要件ですので、当然に継続して求人はされているものとみなして審査いたしますが、求人は必ず行ってください。）
○１企業が保有できる認定番号は１つです。オンライン申請のＩＤも１つのＩＤからしか申請することはできません。

●２．代理申請に関する事項について
○登録支援機関は代理人になることはできません。
○変更申請ごとに代理申請に関する事項を入力してください。
前回：代理申請、申請人A 今回：本人申請 →入力不要
前回：代理申請、代理人A 今回：代理申請、代理人A →新たな委任状の添付＋再度入力必須
前回：本人申請 今回：代理申請、代理人A →委任状の添付＋入力必須
前回：本人申請 今回：本人申請 →入力不要

○申請人又は申請代理人以外の方からの個別申請案件についてのお問い合わせについては、一切回答出来かねます。
進捗状況等のお問い合わせの際には、本人確認をさせていただくことがありますのでご了承ください。

●退職した方がいる場合は、本来変更申請が必要ですが（４－②の受入予定人数の変更が必要です）、受入予定人数のみの変更申請は不要です。
退職報告後に最初に行う別の変更申請の際に忘れずに受入人数の変更申請も行ってください。

○対象の外国人が、脱退一時金の受取りなどでいったん退職するが、雇用条件に変更がなく自社に戻って働くことが決まっているのであれば、再雇用申請により
退職報告と上記変更の申請を一括して行うことができます。 →「再雇用申請の手引き」を参照

○上記以外の理由で退職し、退職報告をした外国人を再度雇用する場合は、通常どおり変更申請から１号特定技能外国人の追加による申請となります。
○１号特定技能の通算５年の期間に帰国期間が含まれるかどうかは、帰国の際の手続きによって異なります。（みなし）再入国許可により特定技能の在留資格を

有したまま出国した場合は、原則として帰国期間も５年間に含まれます。
詳細は在留許可を所管する入管庁にお問い合わせください。



建設特定技能受入計画の変更申請について

３. ログイン後、メニュー画面から「変更申請」を選択
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建設特定技能受入計画の認定
を受けた後は、こちらのメニュー画
面に切り替わります。



建設特定技能受入計画の変更申請について

４. 変更したい事項の情報を修正

☐をチェックしてから情報変更。チェックがされていない
と変更できないので注意！

□がグレーの部分は変更届出で変更ができます。
☐が白い部分のみ変更申請で変更可能です。

入力の途中で一時中断する
場合は、「確認」を押下すると
それまで入力した内容を保存
することができます。
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建設特定技能受入計画の変更申請について

５. 受け入れる外国人を追加する場合、右下の「追加」ボタンから外国人情報を登録
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変更申請で外国人を追加する
場合は、「追加」ボタン押す



建設特定技能受入計画の変更申請について

６. 外国人情報を入力
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外国人情報を入力の上、「登録」



建設特定技能受入計画の変更申請について

７. 変更したい事項、追加したい外国人の情報入力後、「確認」

全ての変更事項・追加事項を入
力後、「確認」をクリック。
「確認」を押すと入力情報の保存
もできます！
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建設特定技能受入計画の変更申請について

８. 変更前／変更後の情報を確認の上、「申請」をクリックして完了
申請を終えたら、地方整備局等からの連絡をお待ちください。

変更内容を修正したいときは「編集」を押すと
前の画面に戻ります 変更内容を確認のうえ、

問題なければ「申請」

11

差し戻しされた場合の操作方法は、「新規申請の手引き」で確認してください。

「引戻し・再編集」については「新規申請の手引き」記載の取り扱いとなります。



建設特定技能受入計画の変更届出について

１. ログイン後、メニュー画面から「変更届出」を選択
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建設特定技能受入計画の変更届出について

２. 変更したい事項の情報を修正の上、「届出」
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☐が白い部分のみ変更届出で変更可能です。
□がグレーの部分は変更申請で変更ができます。

☐をチェックしてから情報変更。チェックがされていない
と変更できないので注意！

情報の変更後、「届出」



建設特定技能受入計画の変更届出について

３. 変更前／変更後の情報を確認の上、「確定」をクリックして完了
これで届出完了です。「計画確認」メニューから変更内容の反映が確認できます。

（確認メールや地方整備局等からの連絡はありません。）

変更内容を確認のうえ、
問題なければ「確定」

変更内容を修正したいときは「編集」を押すと
前の画面に戻ります
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建設特定技能受入計画の計画取消申請について

１. ログイン後、メニュー画面から「計画取消申請」を選択
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計画取消申請は、認定を受けた計画を取り止める（1号
特定技能の制度利用を止める）ときに行うものとなります。
計画取消申請をしてその申請が許可されると、認定番号
が抹消され、受入企業の各種の義務（特定技能実施法
人又は当該法人を構成する建設業団体への所属、適正
監理就労機関の巡回指導を受ける、など）がなくなります。



建設特定技能受入計画の計画取消申請について

１. 「取消申請」をクリック→理由を選択（入力）→取消申請をクリックして完了
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